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   資料編 1 

１ 中央区子育て支援に関するニーズ調査（抜粋） 

子どもの育ちをめぐる環境について 

（１）子育てに関して気軽に相談できる人や場所（複数回答） 

◆就学前児童調査◆ 

・「配偶者」が 85.4％で最も高く、次いで「祖父母・兄弟等の親族」が 70.1％、「友人や知人」が

66.3％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆小学校児童調査◆ 

・「配偶者」が 82.0％で最も高く、次いで「友人や知人」が 67.2％、「祖父母・兄弟等の親族」が

63.6％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

85.4

70.1

66.3

6.7

30.2

9.5

29.0

0.2

3.6

14.2

5.1

1.7

8.3

0.7

0.1

0.0

0.3

2.6

1.1

0.5

0 20 40 60 80 100

配偶者

祖父母・兄弟等の親族

友人や知人

近所の人

保育所・幼稚園等の他の保護者

幼稚園の園長・副園長・担任

保育所・認定こども園の園長または保育士

民生・児童委員

保健所・保健センター等の保健師

かかりつけの医師

子ども家庭支援センター きらら

子ども発達支援センター ゆりのき

児童館

福祉センター

教育センター

子育て支援を行うＮＰＯ等

子どもほっとライン

その他

いない（ない）

無回答

n=2,970

（%）

82.0

63.6

67.2

9.8

38.1

28.6

7.1

0.1

0.6

11.2

0.5

0.4

3.4

0.9

2.4

0.2

0.1

3.4

1.9

0.5

0 20 40 60 80 100

配偶者

祖父母・兄弟等の親族

友人や知人

近所の人

保育所・幼稚園、小学校等の他の保護者

保育所・幼稚園、小学校等の担任等

学童クラブや子どもの居場所「プレディ」の職員等

民生・児童委員

保健所・保健センター等の保健師

かかりつけの医師

子ども家庭支援センター きらら

子ども発達支援センター ゆりのき

児童館

福祉センター

教育センター

子育て支援を行うＮＰＯ等

子どもほっとライン

その他

いない（ない）

無回答

（%）

n=1,905
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（２）子育てに関しての悩みや気になること（複数回答） 

◆就学前児童調査◆ 

・「子どもの教育に関すること」が 21.0％で最も高く、次いで「食事や栄養に関すること」が 18.0％、

「子どもの性格や癖が心配である」が 16.7％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

13.1

18.0

16.7

0.9

2.3

4.9

12.2

0.6

8.2

15.9

2.3

1.9

13.4

5.0

2.2

21.0

7.3

0.6

7.0

13.9

6.5

2.0

0.6

5.8

11.6

2.2

5.7

15.6

0 5 10 15 20 25 30

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

子どもの性格や癖が心配である

子どもが病気がちである

育児の方法がよくわからないこと

子どもとの接し方に自信がもてないこと

子どもとの時間を十分に取れないこと

子育てについて話し相手や相談相手がいないこと

自分のやりたいことが十分にできないこと

子どもを叱りすぎているような気がすること

子育てのストレスがたまって手をあげたり、無視してしまうこと

地域の子育て支援サービスの内容や利用・申し込み方法がよくわからないこと

子育てによる身体の疲れが大きい

仕事が十分にできない

子育てに追われ、社会から孤立するように感じる

子どもの教育に関すること

子どもの友達つきあいに関すること

登園拒否などの問題について

子育てに出費がかさむ

住居が狭い

子育てに関しての配偶者・パートナーの協力が少ないこと

子育てに関して配偶者・パートナーと意見が合わないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場など周囲のみる目が気になる

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれる人がいないこと

急な時に頼れる人がいない

その他

特になし

無回答

（%）

n=2,970
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◆小学校児童調査◆ 

・「子どもの教育に関すること」が 32.4％で最も高く、次いで「子どもの友達つきあいに関する

こと」が 22.3％、「子どもを叱りすぎているような気がすること」が 22.2％の順となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.3

7.6

19.3

0.6

0.4

3.7

11.3

0.8

3.6

22.2

1.9

0.2

5.9

2.3

0.9

32.4

22.3

1.4

15.7

13.5

6.9

3.9

0.4

2.9

8.8

1.6

6.4

13.1

0 10 20 30 40

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

子どもの性格や癖が心配である

子どもが病気がちである

育児の方法がよくわからないこと

子どもとの接し方に自信がもてないこと

子どもとの時間を十分に取れないこと

子育てについて話し相手や相談相手がいないこと

自分のやりたいことが十分にできないこと

子どもを叱りすぎているような気がすること

子育てのストレスがたまって手をあげたり、無視してしまうこと

地域の子育て支援サービスの内容や利用・申し込み方法がよくわからないこと

子育てによる身体の疲れが大きい

仕事が十分にできない

子育てに追われ、社会から孤立するように感じる

子どもの教育に関すること

子どもの友達つきあいに関すること

登校拒否、不登校などの問題について

子育てに出費がかさむ

住居が狭い

子育てに関しての配偶者・パートナーの協力が少ないこと

子育てに関して配偶者・パートナーと意見が合わないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場など周囲のみる目が気になる

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれる人がいないこと

急な時に頼れる人がいない

その他

特になし

無回答

（%）

n=1,905
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保護者の就労状況について 

（１）母親の現在の就労状況と今後の就労予定（単回答） 

◆就学前児童調査◆ 

・現在は、「フルタイム就労（育休・介護休暇中も含む）」が 57.0％、1年後は、「フルタイム就労

（育休・介護休暇中も含む）」が 57.9％で最も高くなっています。 

・就業率は、現在の 70.1％に比べ、1年後の就業率は 74.0％で 3.9 ポイント増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆小学校児童調査◆ 

・現在は、「フルタイム就労（育休・介護休暇中も含む）」が 42.5％、1年後は、「フルタイム就労

（育休・介護休暇中も含む）」が 42.9％で最も高くなっています。 

・就業率は、現在の 69.4％に比べ、1年後の就業率は 74.1％で 4.7 ポイント増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57.0

57.9

4.0

4.2

5.7

7.3

3.4

4.6

28.9

23.1

1.0

2.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

現在

１年後

フルタイム就労（育休・介護休業中も含む）

パートタイム就労（育休・介護休業中も含む）月当たり120時間以上

パートタイム就労（育休・介護休業中も含む）月当たり48時間以上120時間未満

パートタイム就労（育休・介護休業中も含む）月当たり48時間未満

現在は就労していない

無回答

n=2,942

42.5

42.9

3.9

5.2

14.9

16.5

8.1

9.5

29.4

23.2

1.2

2.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

現在

１年後

フルタイム就労（育休・介護休業中も含む）

パートタイム就労（育休・介護休業中も含む） 月当たり120時間以上

パートタイム就労（育休・介護休業中も含む） 月当たり48時間以上120時間未満

パートタイム就労（育休・介護休業中も含む） 月当たり48時間未満

現在は就労していない

無回答

（％）

ｎ=1,890
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平日の定期的な施設・事業の利用状況について  

◆就学前児童調査◆ 

（１）幼稚園や保育所などの施設・事業の定期的利用の有無（単回答） 

・「利用している」が 76.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）定期的に利用している施設・事業（単回答）【（１）で「利用している」と回答した方限定】 

・「認可保育所」が 55.6％で最も高く、次いで「区立幼稚園（通常の教育時間の利用）」が 20.9％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

（３）定期的に施設・事業を利用している理由（複数回答） 

【（１）で「利用している」と回答した方限定】 

・「家庭での子育てをしている方が現在就労している」が 65.0％で最も高く、次いで「子どもの

教育や発達のため」が 35.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

76.6 21.0 2.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

利用している 利用していない 無回答

（％）

n=2,970

20.9

2.8

55.6

4.3

7.2

0.1

0.9

0.4

0.0

5.1

2.3

0.4

0 10 20 30 40 50 60

区立幼稚園（通常の教育時間の利用）

私立幼稚園または中央区立以外の公立幼稚園（通常の教育時間の利用）

認可保育所

認定こども園

認証保育所

家庭的保育事業（保育ママ）

事業所内保育施設（区で認可されているもの）

小規模保育事業所

居宅訪問型保育事業

認可外の保育施設

その他

無回答

（%）

ｎ=2,276

35.3

65.0

2.1

0.4

0.7

0.3

2.1

10.4

0 10 20 30 40 50 60 70

子どもの教育や発達のため

家庭での子育てをしている方が現在就労している

家庭での子育てをしている方が就労予定がある／求職中である

家庭での子育てをしている方が家族・親族などを介護している

家庭での子育てをしている方が病気や障害がある

家庭での子育てをしている方が学生である

その他

無回答

n=2,276
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地域の子育て支援事業の利用状況について  

（１）地域子育て支援事業の利用経験（単回答） 

◆就学前児童調査◆ 

・利用経験が高い事業は、「新生児訪問指導（赤ちゃん訪問）」が 80.8％で最も高く、次いで「子

育て交流サロン「あかちゃん天国」」が 79.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

61.4

51.2

51.4

5.6

39.9

54.0

80.8
6.2

79.2

37.0

5.7

10.9

10.4

1.9

2.1

15.6

2.0

6.4

1.5

3.8

1.7

15.2

35.3
3.5

32.7

43.1

42.0

83.5

51.3

37.8

15.0

82.9

16.8

56.3

83.3

77.4

77.9

86.8

86.5

75.4

86.5

83.4

86.8

82.2

83.9

71.9

52.3

82.8

5.9

5.7

6.6

10.9

8.7

8.2

4.2

11.0

4.0

6.7

10.9

11.7

11.7

11.3

11.3

9.1

11.5

10.3

11.8

14.0

14.4

12.9

12.4

13.7

0 20 40 60 80 100

離乳食、子育て支援、食育などの講習会

プレママ教室（母親学級）、パパママ教室（両親学級）

乳幼児健康相談（フリー乳健）

ママのこころの相談

妊娠・出産、子育て、栄養、歯科などの相談

妊婦健康診査

新生児訪問指導（赤ちゃん訪問）

産後ケア（宿泊型）事業

子育て交流サロン「あかちゃん天国」

一時預かり保育

育児支援ヘルパー

子育て支援講座

子育て相談

子どもショートステイ

トワイライトステイ

病児・病後児保育

緊急一時保育援助事業

ファミリー・サポート・センター

子どもほっとライン

中央区地域家庭教育推進協議会が開催する家庭教育学習会

教育センターの教育相談

赤ちゃん・ふらっと

子育てガイドブック

子ども発達支援センター ゆりのき

利用したことがある 利用したことはない 無回答

（%）

n=2,970
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◆小学校児童調査◆ 

・利用経験が高い事業は、「子どもの居場所「プレディ」」が 77.3％で最も高く、次いで「保健所・

保健センターの子育て、栄養、歯科などの相談」が 53.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

  

13.0

53.6

17.0

11.2

2.8

4.9

21.3

16.1

1.2

34.3

77.3

19.1

3.1

76.5

39.4

71.4

76.9

86.0

83.8

69.8

74.8

88.0

59.0

18.7

68.5

84.5

10.5

7.0

11.6

12.0

11.2

11.3

8.9

9.1

10.8

6.7

4.0

12.4

12.4

0 20 40 60 80 100

子ども家庭支援センターの子育て相談

保健所・保健センターの子育て、栄養、歯科などの相談

中央区地域家庭教育推進協議会が開催する家庭教育学習会

教育センターの教育相談

トワイライトステイ

子どもショートステイ

病児・病後児保育

ファミリー・サポート・センター

子どもほっとライン

学童クラブ

子どもの居場所「プレディ」

子育てガイドブック

子ども発達支援センター ゆりのき

利用したことがある 利用したことはない 無回答

（ ）

n=1,905

（%）
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（２）地域子育て支援事業の今後の利用意向（単回答） 

◆就学前児童調査◆ 

・利用意向が高い事業は、「病児・病後児保育」が 67.2％で最も高く、次いで「一時預かり保育」

が 65.7％となっています。 

・利用経験と利用意向を比較すると、「病児・病後児保育」や「ファミリー・サポート・センター」

は利用経験に比べ 50 ポイント以上高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

50.1

48.7

56.2

43.9

63.2

65.7

51.9

50.9

56.0

50.4

49.2

67.2

60.2

58.1

54.3

45.9

50.6

46.8

48.7

18.4

26.7

17.4

29.8

13.2

14.0

28.5

27.9

23.6

30.8

31.9

16.0

20.7

23.9

24.8

31.6

26.8

29.1

28.2

31.5

24.6

26.3

26.3

23.6

20.3

19.6

21.1

20.5

18.8

18.9

16.8

19.1

17.9

20.9

22.5

22.6

24.1

23.1

0 20 40 60 80 100

乳幼児健康相談（フリー乳健）

ママのこころの相談

妊娠・出産、子育て、栄養、歯科などの相談

産後ケア（宿泊型）事業

子育て交流サロン「あかちゃん天国」

一時預かり保育

育児支援ヘルパー

子育て支援講座

子育て相談

子どもショートステイ

トワイライトステイ

病児・病後児保育

緊急一時保育援助事業

ファミリー・サポート・センター

子どもほっとライン

中央区地域家庭教育推進協議会が開催する家庭教育学習会

教育センターの教育相談

赤ちゃん・ふらっと

子ども発達支援センター ゆりのき

今後必要な時に利用したい 利用しない 無回答

（%）

n=2,970
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◆小学校児童調査◆ 

・利用意向が高い事業は、「子どもの居場所「プレディ」」が 69.1％で最も高く、次いで「保健所・

保健センターの子育て、栄養、歯科などの相談」が 52.5％となっています。 

・利用経験と利用意向を比較すると、「子どもほっとライン」は利用経験に比べ 44.4 ポイント高

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

46.9

52.5

42.9

45.2

33.0

33.2

44.8

42.2

45.6

42.8

69.1

38.2

32.4

40.9

38.6

51.5

51.5

41.3

43.7

38.2

43.4

18.7

14.9

15.0

16.1

16.2

15.5

15.3

14.0

14.1

16.2

13.8

12.2

0 20 40 60 80 100

子ども家庭支援センターの子育て相談

保健所・保健センターの子育て、栄養、歯科などの相談

中央区地域家庭教育推進協議会が開催する家庭教育学習会

教育センターの教育相談

トワイライトステイ

子どもショートステイ

病児・病後児保育

ファミリー・サポート・センター

子どもほっとライン

学童クラブ

子どもの居場所「プレディ」

今後必要な時に利用したい 利用しない 無回答

n=1,905

（%）
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小学校における放課後の過ごし方について  

（１）小学校低学年時の平日の放課後に希望する居場所（複数回答、数量回答）【５歳児限定】 

◆就学前児童調査◆ 

・「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など（民間の学童クラブを含む））」が 64.4％

で最も高く、次いで「子どもの居場所「プレディ」」が 54.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

32.3

4.9

44.1

54.3

11.8

0.6

14.6

64.4

4.1

2.8

0 20 40 60 80

自宅（近所での友人との遊びを含む）

祖父母宅や親戚宅

学童クラブ（区で実施している事業）

子どもの居場所「プレディ」

児童館（区立）

ファミリー・サポート・センター

学校の放課後活動（ミニバスケットボールクラブ等）など

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など

（民間の学童クラブを含む））

その他

無回答

（%）

ｎ=492
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（２）小学校低学年時の平日の放課後の居場所（複数回答、数量回答）【３年生以下限定】 

◆小学校児童調査◆ 

・「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など（民間の学童クラブを含む））」が 77.3％

で最も高く、次いで「自宅（近所での友人との遊びを含む）」が 59.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）小学校高学年時の平日の放課後の居場所（低学年の方は高学年になった時の希望） 

（複数回答、数量回答）【１～６年生】 

◆小学校児童調査◆ 

・「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など（民間の学童クラブを含む））」が 83.6％

で最も高く、次いで「自宅（近所での友人との遊びを含む）」が 68.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59.0

7.0

23.4

47.2

16.9

0.9

12.3

77.3

5.7

0.4

0 20 40 60 80 100

自宅（近所での友人との遊びを含む）

祖父母宅や親戚宅

学童クラブ（区で実施している事業）

子どもの居場所「プレディ」

児童館（区立）

ファミリー・サポート・センター

学校の放課後活動（ミニバスケットボールクラブ等）

など

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など

（民間の学童クラブを含む））

その他

無回答

（%）

n=1,003

68.6

5.4

9.8

23.2

15.0

0.5

22.4

83.6

3.8

3.1

0 20 40 60 80 100

自宅（近所での友人との遊びを含む）

祖父母宅や親戚宅

学童クラブ（区で実施している事業）

子どもの居場所「プレディ」

児童館（区立）

ファミリー・サポート・センター

学校の放課後活動（ミニバスケットボールクラブ等）

など

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など

（民間の学童クラブを含む））

その他

無回答

（%）

n=1,905
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（４）学童クラブを利用したい理由（複数回答）【「学童クラブ」の利用意向がある方限定】  

◆就学前児童調査◆ 

・「自宅に近い等、便利だから」が 68.7％で最も高く、次いで「放課後の居場所として学童クラ

ブ以外はよく知らないから」が 41.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆小学校児童調査◆ 

・「児童館全体を使って、のびのび遊ぶことができる」が 67.6％で最も高く、次いで「自宅に近

い等、便利だから」が 54.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

68.7

41.0

19.8

10.6

21.2

0.9

25.3

39.2

10.6

8.3

0.9

0 20 40 60 80

自宅に近い等、便利だから

放課後の居場所として学童クラブ以外はよく知らないから

連絡帳などを使って保護者と職員のコミュニケーションが取れる

家庭的な雰囲気の中で過ごせる

他の学区域の友達と一緒になれる

保護者会や父母の会行事で他の保護者や職員と交流できる

施設・設備が充実している

児童館全体を使って、のびのび遊ぶことができる

児童館行事に参加しやすい

その他

無回答

（%）

ｎ=217

54.5

15.5

47.6

39.0

32.8

12.8

53.1

67.6

37.6

19.0

5.5

0 20 40 60 80

自宅に近い等、便利だから

放課後の居場所として学童クラブ以外はよく知らないから

連絡帳などを使って保護者と職員のコミュニケーションが取れる

家庭的な雰囲気の中で過ごせる

他の学区域の友達と一緒になれる

保護者会や父母の会行事で他の保護者や職員と交流できる

施設・設備が充実している

児童館全体を使って、のびのび遊ぶことができる

児童館行事に参加しやすい

その他

無回答

（%）

n=290
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（５）子どもの居場所「プレディ」を利用したい理由（複数回答） 

【「子どもの居場所「プレディ」」の利用意向がある方限定】 

◆就学前児童調査◆ 

・「参加が自由（必要な時だけ参加できる）で、６年生まで継続して使える」が 70.8％で最も高

く、次いで「自宅に近い等、便利だから」が 68.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆小学校児童調査◆ 

・「参加が自由（必要な時だけ参加できる）で、６年生まで継続して使える」が 73.9％で最も高

く、次いで「自宅に近い等、便利だから」が 56.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

68.2

59.9

70.8

26.2

30.0

28.8

25.8

6.4

1.1

0 20 40 60 80

自宅に近い等、便利だから

児童館で行う学童クラブと比べ、移動がなく安全である

参加が自由（必要な時だけ参加できる）で、６年生まで継続して使える

就労していないが、子どもの学習や遊びの環境として良いと思う

兄弟やクラスの友達と一緒に通える

地域のサポーターによる行事や工作などの各種教室がある

学校の放課後活動（ミニバスケット等）に参加しやすい

その他

無回答

（%）

ｎ=267

56.6

46.3

73.9

29.3

36.7

43.1

22.4

12.8

6.1

0 20 40 60 80

自宅に近い等、便利だから

児童館で行う学童クラブと比べ、移動がなく安全である

参加が自由（必要な時だけ参加できる）で、６年生まで継続して使える

就労していないが、子どもの学習や遊びの環境として良いと思う

兄弟やクラスの友達と一緒に通える

地域のサポーターによる行事や工作などの各種教室がある

学校の放課後活動（ミニバスケット等）に参加しやすい

その他

無回答

（%）

n=656
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育児休業や短時間勤務制度など職場の両立支援制度について 

◆就学前児童調査◆ 

（１）両親の育児休業の取得状況（単回答、数量回答）【取得日数】 

・“母親”は「６カ月以上１年未満」が 31.8％で最も高く、次いで「１年以上１年６カ月未満」

が 30.1％となっています。 

・“父親”は「３カ月未満」が 81.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）育児休業後の職場への復帰の状況（単回答） 

・「育児休業取得後、職場に復帰した」は、“母親”は 74.9％、“父親”は 77.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）育児休業後の職場への復帰のタイミング（単回答） 

【（２）で職場復帰をした方と現在も育児休業中の方限定】 

・“母親”は「年度初めの入所に合わせたタイミングだった（年度初めの入所希望）」が 67.9％、

“父親”は「それ以外だった（年度初め以外の時期を希望）」が 75.2％で最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

74.9

77.6

14.5

3.5

5.4

0.8

5.2

18.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

母親

n=1,801

父親

n=254

育児休業取得後、職場に復帰した 現在も育児休業中である（復職予定）

育児休業中に退職した 無回答

（％）

3.2

81.9

5.8

7.1

31.8

3.1

30.1

1.2

7.1

0.0

3.6

0.0

0.6

0.4

17.9

6.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

母親

n=1,801

父親

n=254

３カ月未満 ３カ月以上６カ月未満 ６カ月以上１年未満

１年以上１年６カ月未満 １年６カ月以上２年未満 ２年以上３年未満

３年以上 無回答

（％）

67.9

10.2

25.6

75.2

6.5

14.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

母親

n=1,611

父親

n=206

年度初めの入所に合わせたタイミングだった（年度初めの入所希望）

それ以外だった（年度初め以外の時期を希望）

無回答

（％）
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子育てに関する意識について 

（１）子育てに関して欲しい情報（複数回答） 

◆就学前児童調査◆ 

・「子ども向けイベント情報」が 49.5％で最も高く、次いで「子どもの発達や育児、しつけにつ

いて」が 45.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆小学校児童調査◆ 

・「子ども向けイベント情報」が 44.0％で最も高く、次いで「地域の祭り、イベントなどの情報」

が 39.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

30.7

44.0

21.3

21.8

6.3

20.6

5.7

3.4

8.3

39.2

3.3

16.6

0 20 40 60

子どもの発達や育児、しつけについて

子ども向けイベント情報

医療機関情報

学校の紹介・特徴

経済的支援制度に関する情報

公園などの遊び場の情報

病気や障害に関する相談窓口

アレルギーのある子ども向けの情報

子育てに優しい、子育てしやすい住まいに関する情報

地域の祭り、イベントなどの情報

その他

無回答

（%）

n=1,905

45.2

49.5

19.3

12.1

5.7

30.8

6.0

3.4

10.1

34.3

2.2

18.9

0 20 40 60

子どもの発達や育児、しつけについて

子ども向けイベント情報

医療機関情報

保育所の紹介・特徴

経済的支援制度に関する情報

公園などの遊び場の情報

病気や障害に関する相談窓口

アレルギーのある子ども向けの情報

子育てに優しい、子育てしやすい住まいに関する情報

地域の祭り、イベントなどの情報

その他

無回答

（%）

ｎ=2,970
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２ 中央区子ども・子育て会議条例 

平成２５年７月４日 

条例第３５号 

改正 平成２９年６月２２日 

条例第１８号 

（設置） 

第一条 中央区（以下「区」という。）における子ども・子育て支援（子ども・子育て支援法（平成

二十四年法律第六十五号。以下「法」という。）第七条第一項に規定する子ども・子育て支援をい

う。以下同じ。）の推進を図るため、法第七十七条第一項の規定に基づき、区長の附属機関とし

て、中央区子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第二条 子ども・子育て会議は、法第七十七条第一項各号に掲げる事務を処理するほか、区長の諮問

に応じ、子ども・子育て支援に関する事項について調査審議するとともに、当該事項について区長

に意見を述べることができる。 

（組織） 

第三条 子ども・子育て会議は、次に掲げる者のうちから区長が委嘱し、又は任命する二十人以内の

委員をもって組織する。 

一 区の区域内（以下「区内」という。）に住所を有する子どもの保護者又は子ども・子育て支援

に関する施策に関心を有する者 

二 区内において行われる子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

三 子ども・子育て支援に関し学識経験を有する者 

四 区内の医療関係団体の構成員 

五 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第四条 委員の任期は三年以内とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

（一部改正〔平成二九年条例一八号〕） 

（会長及びその職務） 

第五条 子ども・子育て会議に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、子ども・子育て会議を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員が、その職務を代理する。 

（招集） 

第六条 子ども・子育て会議は、会長が招集する。 

（定足数及び表決） 

第七条 子ども・子育て会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

２ 子ども・子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の

決するところによる。 

（関係者等の出席等） 

第八条 子ども・子育て会議は、必要があると認めるときは、専門的事項について学識経験を有する

者その他関係者の出席を求めて、その意見若しくは説明を聴き、又はこれらの者に資料の提出を求

めることができる。 
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（委員の報酬） 

第九条 委員には、別表に定める額の報酬を支給する。 

２ 報酬は、月の初日からその月の末日までの間における勤務日数により計算した総額を、翌月十日

までに支給する。 

（委員の費用弁償） 

第十条 委員が職務のため旅行したときは、順路により、その費用を弁償する。 

２ 費用弁償の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、旅行雑費、宿泊料及び食卓料の七種とし、そ

の額は、別表に定めるところによる。 

３ 前二項の規定にかかわらず、委員が職務のため特別区の存する区域内を旅行したときは、費用弁

償として一日につき二千五百円を支給する。 

第十一条 委員が招集に応じて会議に出席したときは、費用弁償として一日につき二千五百円を支給

する。ただし、当該日について前条の規定による費用弁償を受けるときは、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、特別の事情がある場合の費用弁償は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃及

び宿泊料の五種とし、その額は、別表に定めるところによる。 

（関係者等の費用弁償） 

第十二条 第八条の規定により子ども・子育て会議に出席した者に対しては、その費用を弁償する。

ただし、区の常勤の職員である者がその職務に関連して子ども・子育て会議に出席したときは、こ

の限りでない。 

２ 費用弁償の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、旅行雑費、宿泊料及び食卓料の七種とし、そ

の額は、中央区職員の旅費に関する条例（昭和二十七年二月中央区条例第三号）に規定する額とす

る。 

（支給方法） 

第十三条 費用弁償の支給方法は、区職員の例による。 

（委任） 

第十四条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議に関し必要な事項は、区規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二九年六月二二日条例第一八号） 

１ この条例は、平成二十九年九月一日から施行する。 

２ この条例による改正後の中央区子ども・子育て会議条例第四条の規定は、この条例の施行の日以

後に委嘱し、又は任命する委員の任期から適用する。 

 

別表（第九条―第十一条関係） 

区分 報酬の額 費用弁償の額 

会長 日額 二三、〇〇〇円 中央区長等の給料等に関する条例（昭和四十八年

十二月中央区条例第二十七号）に規定する副区長

相当額 

学識経験を有する委員 日額 一九、〇〇〇円 

医療関係団体委員 日額 一七、〇〇〇円 

その他の委員 日額 一三、〇〇〇円 
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３ 用語解説 

 

【あ行】 

◆ＩＣＴ 

「情報通信技術」の略であり、ＩＴ(Information Technology)とほぼ同義の意味を持つが、コンピ

ューター関連の技術をＩＴ、コンピューター技術の活用に着目する場合をＩＣＴと、区別して用いる

場合もあります。国際的にＩＣＴが定着していることなどから、日本でも近年ＩＣＴがＩＴに代わる

言葉として広まりつつあります。 

◆新しい経済政策パッケージ 

平成 29 年 12 月に閣議決定された「生産性革命」と「人づくり革命」を車の両輪として、少子高齢

化という最大の壁に立ち向かうための政策パッケージのことです。「生産性革命」では、2020 年に向

けて、過去最高の企業収益を、しっかりと賃上げや設備投資につなげていきます。「人づくり革命」

は、2020 年度までの間に、これまでの制度や慣行にとらわれない新しい仕組みづくりに向けた基礎を

築く。子育て世代、子供たちに、大胆に政策資源を投入することで、我が国の社会保障制度を、お年

寄りも若者も安心できる「全世代型」の制度へと大きく転換していきます。 

◆生きる力 

変化の激しいこれからの社会を生きる子どもたちに身に付けさせたい、「確かな学力」、「豊かな人

間性」、「健康と体力」といった知・徳・体のバランスのとれた力をさします。平成８（1996）年に文

部省（現在の文部科学省）の中央教育審議会において「21 世紀を展望した我が国の教育の在り方につ

いて」という諮問に対する第一次答申の中で示されました。平成 20（2008）年３月 28 日に告示され

た幼稚園教育要領、小・中学校学習指導要領でも、これを継承し、教育基本法改定等で明確になった

教育の理念を踏まえ、「生きる力」を育成することとしています。 

◆育児休業（制度） 

労働者が育児のために退職することなく、一定期間休業することができる制度。 

「育児・介護休業法」では、１歳６か月以後も、保育園等に入れないなどの場合には、会社に申し

出ることにより、育児休業期間を最長２歳まで延長できます。 

 

【か行】 

◆教育・保育施設 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（認定こども園法）・学校

教育法・児童福祉法に規定された認定こども園・幼稚園・保育所のことです。 

 

認定こども園 

 

 

 

 

 

 

幼稚園と保育所の機能をあわせ持ち、教育・保育を一体的に行う施設のこ

とで、認定こども園には４つのタイプがあります。 

・幼保連携型：認可幼稚園と認可保育所とが連携して一体的な運営を行う

ことにより、認定こども園としての機能を果たす施設。な

お、新制度では認定こども園法の改正により「学校及び児

童福祉施設としての法的位置付けを持つ単一の施設」とな

ります。 
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認定こども園 ・幼稚園型：認可幼稚園が、保育を必要とする子どものための保育時間を

確保するなど、保育所的な機能を備えて認定こども園とし

ての機能を果たす施設 

・保育所型：認可保育所が、保育を必要とする子ども以外の子どもも受け

入れるなど、幼稚園的な機能を備えることで、認定こども

園としての機能を果たす施設 

・地方裁量型：幼稚園・保育所いずれの認可もない地域の教育・保育施設

が、認定こども園としての機能を果たす施設 

幼稚園 小学校以降の教育の基礎をつくるための幼児期の教育を行う施設 

保育所 就労などのため家庭で保育できない子どもを、保護者に代わって保育する

施設 

 

◆合計特殊出生率 

15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、1人の女性が仮にその年次の年齢別出生率

で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当します。 

◆子ども・子育て会議 

≪国≫ 

子ども・子育て支援法第 72 条から第 75 条までの規定に基づき、有識者、地方公共団体、事業

主代表・労働者代表、子育て当事者、子育て支援当事者等（子ども・子育て支援に関する事業に従

事する者）が、国の子育て支援の政策プロセスなどに参画・関与することができる仕組みとして、

平成 25 年４月に内閣府に子ども・子育て会議が設置されました。 

≪都道府県・区市町村≫ 

子ども・子育て支援法第 77 条の規定に基づき、自治体は教育・保育施設や地域型保育事業の利

用定員を定める際や、子ども・子育て支援事業計画を策定・変更する際に意見を聴くために、「審議

会その他の合議制の機関」（地方版子ども・子育て会議）を置くように努める、とされています。ま

た、この会議は、自治体における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関

し必要な事項および当該施策の実施状況について、調査審議する役割を担っています。 

≪中央区≫ 

平成 25 年７月に「中央区子ども・子育て会議条例」を制定し、学識経験者、子育て当事者（公募

区民）、保育・教育関係者等で構成される「中央区子ども・子育て会議」を設置しました。 

◆子ども・子育て関連３法 

「子ども・子育て支援法」、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律の一部を改正する法律（認定こども園法の一部改正法）」、「子ども・子育て支援法及び就学前の子

どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律（整備法）」の３つの法律のことです。 

保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、幼児期の学校教育・保

育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進することが、子ども・子育て関連３法の趣旨です。 

  

8 
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【さ行】 

◆施設型給付 

教育・保育施設（認定こども園・幼稚園・保育所）を対象とした給付のことであり、保育の必要性

の有無に応じた「支給認定」を受けた利用者が教育・保育施設から教育・保育の提供を受けた場合、

その費用に関し公費から給付が受けられます。給付は、保護者に対する個人給付ですが、確実に教育・

保育に要する費用に充てるため、施設が保護者に代わり給付を受け取る仕組み（個人給付の法定代理

受領制度）となります。 

◆次世代育成支援対策推進法 

日本における急激な少子化の進行に対応して、次代の社会を担う子どもの健全な育成を支援するた

め、平成 15 年に施行された法律です。この法律に基づき、企業および国・地方公共団体は次世代育成

支援のための行動計画を策定することとされています。平成 27 年３月 31 日までの時限立法でした

が、平成 26 年４月に法律が改正され、法律の有効期限が令和７年３月 31 日まで 10 年間延長されま

した。 

◆児童館 

児童福祉法第 40 条に基づく児童厚生施設の１つで、地域において児童に健全な遊び場を提供して、

遊びを通じてその健康の増進や、情操を豊かにすることを目的とする児童福祉施設です。 

◆児童虐待 

保護者（親または親に代わる養育者）によってその子どもに加えられた行為で、ネグレクト（食事

を与えない、家に置き去りにするなどの養育の放棄又は怠慢）、身体的虐待、心理的虐待（著しい暴

言、無視など）、性的虐待に分類されますが、ほとんどの場合重複して起こっています。 

◆食育 

生涯を通じた健全な食生活の実現、食文化の継承、健康の確保等が図れるよう、さまざまな経験を

通じて食に関する知識と食を選択する力を楽しく身に付ける教育の取組のことです。 

◆新・放課後子ども総合プラン 

次代を担う人材を育成し、加えて共働き家庭が直面する「小 1の壁」を打破する観点から、厚生労

働省と文部科学省の連携のもと、平成 26 年 7 月に策定した「放課後子ども総合プラン」の進捗状況

や、児童福祉や教育分野における施策の動向も踏まえ、平成 30 年これまでの放課後児童対策の取組

をさらに推進させるため、2019 年度から向こう５年間を対象とする計画のことです。 

児童クラブの待機児童の早期解消、放課後児童クラブと放課後子供教室の一体的な実施の推進等に

よる全ての児童（小学校に就学している児童をいう。）の安全・安心な居場所の確保を図ること等を内

容としたものです。 

 

【た行】 

◆待機児童 

認可保育所への入所申込みをしており、入所要件に該当しているにもかかわらず、定員超過等の理

由で入所できない児童（認証保育所・家庭福祉員等で保育を受けている児童等を除く）のことです。 
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◆地域子ども・子育て支援事業 

子ども・子育て支援法第 59 条に基づき実施する地域子ども・子育て支援に関する事業で、次の事

業があります。 

利用者支援に関する事業（利

用者支援） 

子どもや保護者が、施設や事業等の中から適切なものを選択し、

円滑に利用できるよう、身近な場所で相談・助言等を行う事業 

時間外保育事業（延長保育事

業） 

認可保育所や認定こども園等の定期的な保育事業において、通常

保育後の時間に、延長して保育を行う事業 

放課後児童健全育成事業 

（学童クラブ） 

放課後帰宅しても保護者が就労等により家庭にいない児童に対し

て、適切な遊びや生活の場を提供して、その健全育成を図る事業 

放課後子供教室（子どもの居

場所「プレディ」） 

子どもたちの健全育成を図るため、保護者の就労にかかわらず、

放課後や土曜日などに学校施設内で児童が安全に安心して過ごせ

る「子どもの居場所」を確保するための事業 

子育て短期支援事業 

(子どもショートステイ) 

保護者が疾病等により子どもの養育が困難になった場合、宿泊に

より短期間預かる事業 

幼稚園預かり保育 幼稚園教育時間の終了後、引き続き保育を希望する保護者のニー

ズに応えるため、区立幼稚園にて預かり保育を行う事業 

一時預かり保育 保護者の育児疲れや冠婚葬祭等の理由により家庭での保育が一時

的に困難となった場合に、日中、保育所その他の場所において一

時的に子どもを預かる事業 

子育て短期支援事業 

（トワイライトステイ） 

保護者が就労等により帰宅が夜間になる場合に、一時的に子ども

を預かる事業 

子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・セ

ンター事業) 

依頼会員と提供会員による会員組織を設置し、保育所への送迎や

一時的な保育など地域において会員同士が子育てを相互に援助す

る事業 

乳児家庭全戸訪問事業(新生児

等訪問指導) 

生後４カ月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援

に関する情報提供や養育環境等の把握を行う事業 

養育支援訪問事業および要保

護児童対策地域協議会その他

の者による要保護児童等に対

する支援に資する事業 

児童虐待の予防、早期発見や子どもの適切な保護のために「要保

護児童対策地域協議会」を運営するとともに、養育支援が特に必

要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能力を向上さ

せるための支援を行う事業 

地域子育て支援拠点事業 

（子育て交流サロン「あかち

ゃん天国」） 

地域の身近な場所で、子育て中の親子の交流や仲間づくり、育児

相談等を行う事業 

病児保育事業 

(病児・病後児保育事業) 

入院加療の必要のない病中または病気回復期の子どもを保護者が

家庭で保育できない場合に、医療機関や保育所等に付設された専

用スペース等において、看護師等が一時的に保育する事業 

妊婦健康診査 母体や胎児の健康を守るために必要な妊婦健康診査を医療機関に

委託して実施する事業 

実費徴収に係る補足給付を行

う事業 

 

保護者の世帯所得等の状況その他の事情を勘案して、保育所等に

保護者が支払うべき日用品や文房具などの物品購入費や行事への

参加費などを助成する事業 
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多様な事業者の参入促進・能

力活用事業 

保育所等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究や多様な

事業者の能力を活用した保育所等の設置・運営を促進するための

事業 

 

◆東京都認証保育所 

認可保育所だけでは応えきれない大都市の多様な保育ニーズに応えるために創設された東京都独

自基準（認証基準）による保育所です。民間企業など多様な事業者が運営し、次のような特色があり

ます。 

・全施設で０歳児から預かり  

・全施設において 13 時間の開所を基本とする 

・利用者と保育所の直接利用契約  

・都独自基準により、適切な保育水準を確保 

◆特定教育・保育施設 

区長が施設型給付費の支給に係る施設として確認した「教育・保育施設」のことです。施設型給付

を受けず、私学助成を受ける私立幼稚園や、東京都認証保育所は含まれません。 

◆特定地域型保育事業 

区長が地域型保育給付費の支給に係る事業を行う者として確認した事業者が行う「地域型保育事業」

のことです。 

◆特別支援教育 

ＬＤ（学習障害）、ＡＤ／ＨＤ（注意欠陥／多動性障害）、高機能自閉症等発達障害を含む障害のあ

る幼児・児童・生徒の自立や社会参加に向けて、その一人ひとりの教育的ニーズを把握して、その持

てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するために、適切な教育や指導を通じて必要な支

援を行うことです。 

 

【は行】 

◆骨太の方針2018 

「経済財政運営と改革の基本方針」の略称です。首相が座長を務める経済財政諮問会議でまとめら

れ、毎年の予算編成や税制改正、重要政策に反映されます。「少子高齢化の克服による持続的な成長経

路の実現」に向け、人づくり革命、生産性革命、働き方改革、新たな外国人材の受入れ、経済・財政

一体改革の推進の 5つの柱を掲げ、今後政府が取り組むべき施策を取りまとめています。 

 

【わ行】 

◆ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

仕事と仕事以外の生活とのバランスを図ることにより、労働者は家庭や地域活動などに参加できる

時間を確保しながら充実した生活を送ることが重要であるという考え方です。また、事業者にとって

も生産性の向上や優秀な人材確保などにつながり、有益であるとされています。 
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４ 施設位置図 

（１）認可保育所、認定こども園、地域型保育事業所 
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（２）認証保育所 
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（３）幼稚園 
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（４）地域子ども・子育て支援事業 

～学童クラブ、子どもの居場所「プレディ」、子育て交流サロン「あかちゃん天国」、一時預かり保育、病児・病後児保育事業～ 
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５ 中央区子ども・子育て会議審議経過 

 

■中央区子ども・子育て会議委員名簿 

区   分 氏  名 所  属  団  体 

学識経験者 大 竹   智 立正大学教授 

  山 本 真 実 東洋英和女学院大学教授（令和元年 9月 30 日まで） 

新 藤 こずえ 上智大学准教授（令和元年 10 月 1日から） 

医療関係者 渡 邉 浩 志 中央区医師会 

  塙   佳 生 日本橋医師会 

子育て支援事業者   
小 林 英 好 

株式会社小学館集英社プロダクション総合保育事

業部部長 

子育て支援事業従事者 
藤 田 美 樹 

中央区私立保育園長会（まなびの森保育園勝どき

園長）（平成 31 年 3月 31 日まで） 

高 梨 明 美 
中央区私立保育園長会（太陽の子月島保育園長）（平

成 31 年 4月 1日から） 

  石 黒 公 子 中央区立保育園長会（中央区立晴海保育園長） 

  太 田 禎 子 中央区立幼稚園長会（中央区立久松幼稚園長） 

  

永 井 勝 巳 

中央区立小学校長会（中央区立豊海小学校長（平成

31 年 3月 31 日まで））、（中央区立常盤小学校長（平

成 31 年 4月 1日から）） 

子育て当事者（保護者） 丹 羽 亮 介 公募区民 
 

堀 越 千 代 公募区民 

  松 本 紗 智 公募区民 

団体関係者 藤 丸 麻 紀 主任児童委員（京橋地域） 

  
加 藤 惠 子 

主任児童委員（日本橋地域） 

（令和元年 11 月 30 日まで） 

 
太 田 明 実 

主任児童委員（日本橋地域） 

（令和元年 12 月 1日から） 

  関 屋 衣 江 主任児童委員（月島地域） 

  箱 守 由 記 ファミリー・サポート・センター提供会員代表 

区職員 黒 川   眞 福祉保健部長（平成 31 年 3月 31 日まで） 

 田 中 智 彦 福祉保健部長（平成 31 年 4月 1日から） 

  中 橋   猛 中央区保健所長（平成 31 年 3月 31 日まで） 

 山 本 光 昭 中央区保健所長（平成 31 年 4月 1日から） 

  浅 沼 孝一郎 教育委員会事務局次長（平成 30 年 3月 31 日まで） 

 長 嶋 育 夫 教育委員会事務局次長（平成 30 年 4月 1日から） 

（敬称略：順不同）  



   資料編 28 

 

 

■平成 30年度 

開催日 主な議題 

第１回 ７月 27 日 

(１)中央区の子育て支援事業の状況について 

(２)子ども・子育て支援に関するニーズ調査実施スケジュールについて 

(３)子ども・子育て支援に関するニーズ調査 調査項目（案）について 

第２回 ９月 14 日 
(１)中央区子育て支援に関するニーズ調査について 

(２)中央区ひとり親家庭実態調査について 

第３回 １月 28 日 (１)中央区子育て支援に関するニーズ調査結果（速報版）について 

第４回 ３月 25 日 
(１)中央区子育て支援に関するニーズ調査結果について 

(２)中央区ひとり親家庭実態調査結果について 

 

 

■令和元年度 

開催日 主な議題 

第１回 ７月２日 

(１)第二期中央区子ども・子育て支援事業計画の改定について 

(２)施策の方向性および体系について 

(３)計画の基本的な考え方、基本理念等について 

第２回 ８月８日 

(１)幼児期の教育・保育の需要量見込みについて 

(２)地域子ども・子育て支援事業の需要量見込みについて 

(３)子ども・子育て支援の取組等について 

第３回 ９月 10 日 

(１)幼児期の教育・保育の需要量見込みについて 

(２)地域子ども・子育て支援事業の需要量見込みについて 

(３)幼児期の教育・保育の確保方策について 

(４)地域子ども・子育て支援事業の確保方策について 

第４回 10 月 31 日 (１)第二期中央区子ども・子育て支援事業計画 中間報告（素案）について 

第５回 ２月６日 (１)第二期中央区子ども・子育て支援事業計画 最終報告（案）について 

第６回 ３月 27 日 (１)第二期中央区子ども・子育て支援事業計画書について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


